



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































スメントすること」と定義しているが（C.H.Weiss(1998)Evaluation, 2nd ed., 
Prentice-Hall, p. 4），この定義は教科の「基準」全般についても当てはまる。
（８）　学習指導要領は，1958年の改訂時から「文部省告示」として全文が官報に掲
載され，「法的拘束性」を持つという解釈が打ち出された。学力調査旭川事件
の最高裁判決（1976年５月21日）では，学習指導要領は「全体としてはなお全
国的な大綱的基準としての性格を持つものと認められ」「全体として見た場
合，・・・少なくとも法的見地からは，・・・必要かつ合理的な基準として是認
することができる」とした。この学習指導要領は，2003年改訂から，最低基準（ナ
ショナル・ミニマム）としての位置づけが強調されるようになった（小川正人
（2010）『現代の教育改革と教育行政』放送大学教育振興会，第６章）。
（９）　この「公共」という必修科目の導入の提案は，新保守主義的イデオロギーと
強く結びついているが，「小さな政府」の思想も前提となっていることから，
新自由主義的イデオロギーとも結びついていることが分かる。
（10）　ここでの引用は，新藤宗幸（2005a）「教育行政に問われる『タテ系列』の解体」
『都市問題』第96巻第４号からであるが，同趣旨のことは，同（2002）「教育
行政と地方分権」『分権改革の新展開に向けて』日本評論社，同（2005b）「タ
テの行政系列をどのように認識するのか」『日本教育行政学会年報』NO. 31，
同（2013）『教育委員会―何が問題か』岩波新書などにも見られるので参照せよ。
なお，こうした「タテ系列」を論じる際，新藤は，一般的にこれに「政権」を
明示的に加えることはほとんどない。しかし，新藤宗幸（2013）では，「政権・
文科省」という表記もなされている。「政権」を加えるか否かは，別の重要な
問題も含んでいることに留意しておきたい。
（11）　ここでいう世界大学ランキングは，いくつかの機関が公表しているが，それ
は主として自然科学系に重点を置いたランキングであり，社会科学系・人文科
学系は軽視されている。なぜなら，自然科学系の学問は比較的「制度化」
研究年報　社会科学研究　第34号（2014年２月15日）
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（institutionalization）が進んでいるのに対し，それぞれの国の特殊事情を背景
に成立している社会科学系・人文科学系の学問は「制度化」が困難であるため，
比較の「基準」を設定することが困難だからである。大学ランキングを見る際，
われわれはこうした点に留意する必要がある。
（12）　東京都教育委員会は，全公立学校への導入としては都道府県で初めて，2014
年度から小学校高学年の算数と中学校の数学について，習熟度別授業を導入す
る方針を固めたという（『朝日新聞』2013年10月25日）。今後，こうした取り組
みが拡大することは必至である。しかし，こうした取り組みが「格差の固定化」
や「格差の負のスパイラル」につながり得ることを忘却してはならない。
（13）　このうち，いくつかの「事件」については，後の節で取り上げることになるが，
これらに対する文科省の対応も「及び腰」であるのは，これらの首長と文科省
のイデオロギーが基本的に一致しているからである。たとえば，全国学力・学
習状況調査の学校別成績を教育委員会の判断で公表可能と，従来の考え方を改
めた（2013年11月29日）ことも，その証左である。学校別平均正答率の一覧公
表禁止といった条件は，両者のイデオロギーが一致していることを隠蔽するた
めの手段に過ぎないといえよう。
（14）　小川正人は，総合雑誌に掲載した論文で，まさに今回の「答申」の骨子とな
る教育委員会制度改革案を提言している（小川正人（2012）「教育委員会は再
生できるか―民主的システムを取り戻すために」『世界』５月号）。
（15）　小川正人（2006）『市町村の教育改革が学校を変える―教育委員会制度の可
能性』岩波書店，125-141頁。教育委員会の「独立性」と「自立性」のこれま
で以上の保障の前提という文言は，133-134頁に出てくる。
（16）　たとえば，注10）に掲げた新藤の一連の文献や伊藤政次（2002）「教育委員会」
松下圭一・西尾勝・新藤宗幸編『自治体の構想４機構』岩波書店，同（2006a）
「教育委員会必置制の廃止に向けて」『月刊自治フォーラム』7月号，同（2006b）
「教育委員会制度改革の視座と展望―教育委員会必置論を超えて」『国際文化
研修』VOL.52，同（2007）「首長制の責任領域の拡大が問われる―行政委員会
制度改革の視点」『都市問題』第98巻第７号，森田朗（2005）「地方分権と教育
改革」八代尚宏編『「官製市場」改革』日本経済新聞社などを参照。なお，同
じ行政学者でも，今井照は，こうした考えに反対を唱えている。今井照（2005）
「首長部局による教育政策のリスクと可能性―自治体教育機構の市民自治型再
構築に向けて」『月刊ガバナンス』NO. 46。筆者も，現在の形での首長部局に
おける教育行政執行に基本的に反対の立場である。これについては，たとえば，
外川伸一（2013）「特定目的政府としての『教育政府』の提唱」『大学改革と生
涯学習（山梨学院生涯学習センター紀要）』第17号を参照せよ。
（17）　前掲，小川正人（2006），143-144頁。
（18）　ここでは，首長の諮問機関である教育委員会に，教育に関する大綱的方針の
案を提出する際，通常の稟議過程をたどるように記述したが，実際には各段階
での会議や打ち合わせ，さらには教育長レク，首長レクなどを経て案が決定し
わが国の教育行政制度・教育政策の政治イデオロギー的改革に関する若干の考察（上）
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ていくことになるものと思われる。起案書が作成されるか否かは，全く重要で
はない。稟議制については，注１）に掲げた西尾勝（2001）の第16章を参照せよ。
なお，「レク」とは行政実務用語で，下の職位にある者から上の職位にある者に，
ある重要「案件」についてその重要点を説明することをいう。こうした「レク」
では，何をもって重要点とするか否かは，（当然，政治的争点も含めて）下位
にある職位の判断によるので，その出来不出来は当該下位職人事にも一般的に
影響を与えるとされる。
（19）　堀和郎は，「教育委員会制度＝地方教育行政制度というのではなく」，現行で
は一つの選択肢としてこの枠組が採用されているに過ぎず，「教育行政を首長
部局に一元化することも将来の選択肢としてありうる」。「教育委員会制度を絶
対化してはいけない」と述べている（堀和郞（2011）「分権時代における市町
村教育委員会の課題―教育委員会制度の運用実態に関する実証的研究から―」
『筑波大学教育学系論集』NO. 35，116頁）。また，ここまで明確ではないが，
首長部局における教育行政の可能性を示唆するものに，村上祐介（2011）「大
阪府における教育関連条例と教育委員会制度の課題」『季刊教育法』NO. 170，
同（2012）「教育目標は誰が決めるのか―教育と政治の関係をめぐる課題」教
育科学研究会編，中田康彦・佐貫浩・佐藤広美編著『大阪「教育改革」が問う
教育と民主主義』かもがわ出版，などがある。
（20）　ただし，村上祐介は民主党政権と自民党政権における政権交代とその教育政
策の変化について内容面と政策過程に分けて，また，理論的レベルではあるが
政策の安定・変化の側面について政治的要因と制度的要因に分けて，示唆的な
議論を展開している（村上祐介（2013）「政権交代による政策変容と教育政策
決定システムの課題」『日本教育行政学会年報』NO. 39）。
（21）　以下の２段落の記述は，前掲，新藤宗幸（2013）の特に，第５章に依っている。
なお，他の章でもこの記述に密接に関連する議論がなされていることに留意さ
れたい。
（22）　新藤の場合，意識してか，あるいは無意識的にかは必ずしも明確ではないが，
本稿の文脈からいっても，内閣，場合によっては政権と，文科省とを切断して
考えることが極めて重要である。明治期において皇国史観を植え付けることを
先頭に立って実践してきた文部省と現在の文科省とを同列に扱ってはならない
といえよう。
（23）　前掲，村上祐介（2013），47頁。
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課題」教育科学研究会編，中田康彦・佐貫浩・佐藤広美編著『大阪「教育改革」
が問う教育と民主主義』かもがわ出版
（24）　村上祐介（2013）「政権交代による政策変容と教育政策決定システムの課題」
『日本教育行政学会年報』NO. 39）
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経済新聞社
（追記）
　本稿の脱稿は１月初めである。新聞報道やＮＨＫインターネット等によると（『朝
日新聞』2014年１月29日，同２月14日，２月15日，２月19日，http://www3.nhk.or.jp/
news/html），教育委員会制度改革については，その後，１月16日に自民党の教育制度
のあり方を議論する小委員会（渡海紀三郎委員長＝元文科大臣）での議論が開始され，
13日には首長による政治主導の教育を目指す教育委員会制度の見直し原案をまとめ，
下村文科大臣と協議がなされた。翌14日，安倍政権は，この原案を大筋で了承し，
今通常国会に教育委員会制度見直しに係る関連法案を提出する方針を決定した。そ
の後，政治主導の教育委員会改革に慎重な公明党との協議修正を経て，見直し案は
２月18日に自民党小委員会で正式に了承された。
　本稿との関連で，中教審答申と大きく変わった点は，主として次の点である。①
教育委員会は教育行政の執行機関とする。②教育委員会に，教育長と教育委員長を
一本化した常勤の「新教育長」（仮称）を置く（この新教育長は，当初「代表教育委員」
という名称であった）。任期は２年。③首長は，議会の同意を得て，新教育長を任命
かつ罷免できる。④教育委員会の外に首長が主宰する「総合教育施策会議」（仮称）
を設置し，教育行政の「大綱的な方針」を決定する。この構成員には教育委員のほ
かに有識者なども加わる。⑤首長は，執行機関である教育委員会に対し，緊急時に
要求を行うことができる。⑥教科書採択等に対する是正措置要求やいじめ再発防止
のための原因解明の指示など，国の関与を強化するなどである。安倍政権は，これ
らをその内容とする法案を今通常国会（できれば３月）に提出する予定である。
　教育委員会制度がこのように改正されようと，筆者が本稿で論じたことの本質は
基本的に変わらないことに留意されたい（2014年３月１日）。
